
資 料 ４

北海道を取り巻く社会経済情勢
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北海道のピーク
5,699 千人 (1997年）

全国のピーク
128,084 千人 (2008年）

人口動態 人口と年齢構成の推移

○ 北海道の人口は、全国より10年以上早い1997年をピークとして、減少

○ 道内の高齢化率は32.2%(2020年)となっており、人口が減少する中で高齢化は更に加速

792千人

3,833千人
3,482千人

657千人

2,989千人

557千人

総務省「国勢調査」を基に北海道作成

2000年、2010年の人口総数には年齢「不詳」の者を含む。
2020年の人口（総数・内訳）には年齢「不詳」の者を含む。
高齢化率は年齢「不詳」の者を除いて算出。

126,146 千人 (2020年）

5,225 千人 (2020年）

▲177千人

1,679千人

1,358千人
1,032千人

5,225千人

5,506千人5,683千人

1

▲281千人

+326千人

+321千人



人口動態 人口と年齢構成の推移（全国との比較）

○ 北海道の人口減少のペースは、全国よりも早い

○ 道内における65歳以上の人口割合は、全国を上回るペースで増加

2

総務省「国勢調査」を基に北海道作成



人口動態 人口の自然増減と社会増減

○ 2003年に死亡数が出生数を上回って以降、死亡数と出生数の差は拡大傾向

○ 道内はほぼ一貫して転出超過の状況が続いているが、新型コロナウイルス感染症が流行

した2020年以降、社会減は抑制傾向
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転入・転出の推移（日本人のみ）出生数・死亡数の推移

厚生労働省「人口動態統計」を基に北海道作成 総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に北海道作成

1973 第４次中東戦争
第１次石油ショック

1979 イラン革命による
第２次石油ショック

1991 バブル経済崩壊

2008 リーマンショック

2020 新型コロナウイルス
感染症の世界的流行

３

2020年に出生数が初めて３万人を下回る

1995 阪神・淡路大震災

2011 東日本大震災



○ 北海道の合計特殊出生率は全国平均を下回って推移（2021年 全国第45位）

○ 道内の合計特殊出生率は地域差が大きく、主に農業・漁業が主産業の市町村で全国平均

を上回っている

人口動態 合計特殊出生率の推移と地域差 ４

厚生労働省「人口動態統計」、「人口動態統計特殊報告」を基に
北海道作成
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合計特殊出生率の推移

2013年－2017年における
市町村別の合計特殊出生率※

上位市町村下位市町村

※ 市区町村別の合計特殊出生率は、人口規模の⼩さい地域では、
出生数や死亡数の少なさに起因し数値が不安定となるため、
ベイズ推定により算出されている。



○ 約８割の市町村で転出超過、地方の中心都市で転出超過数が大きい

○ 札幌市とその周辺の市のほか、十勝地域の市町村などで転入超過

総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に北海道作成

2022年における社会増減の状況（外国人を含む）

人口動態 転入・転出の状況 ① ５

転出超過
144市町村

転入超過
35市町村

転出超過
151市町村

転入超過
28市町村

日
本
人
の
み(

外
国
人
を
含
ま
ず)

日
本
人
＋
外
国
人

*

＊ 転入と転出の差が0である場合を含む



○ 道内の中核都市でも、札幌市に人口が転出

○ 全道各地から東京圏への転出も多い

総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に北海道作成

2021年における人口移動の状況

人口動態 転入・転出の状況 ②

※ 東京圏とは、東京都、埼玉県、
千葉県、神奈川県を指す。

６



人口動態 北海道人口ビジョン

○ 北海道人口ビジョン改訂版（2020年3月）では、自然減、社会減の両面からの対策が効果的かつ

一体的に行われれば、2040年時点で、450～460万人の人口が維持されるとの見通しを提示

７



○ 地域社会の持続可能性が懸念される。

○ デジタルの力を活用して、距離の壁を克服することが必要

2015年

道内市町村の人口推移

2030年 2040年

… 人口１万人以上の市町村

… 人口３千人以上１万人未満の市町村
… 人口３千人未満の市町村

人口動態 道内市町村の人口将来推計の推移

総務省「国勢調査」（2015年）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2030年, 2040年）を基に北海道作成

人口規模 市町村数 構成比 (%)

１万人以上 57 31.8

３千人以上
１万人未満 90 50.3

３千人未満 32 17.9

人口規模 市町村数 構成比 (%)

１万人以上 47 26.2

３千人以上
１万人未満 71 39.7

３千人未満 61 34.1

人口規模 市町村数 構成比 (%)

１万人以上 43 24.0

３千人以上
１万人未満 57 31.8

３千人未満 79 44.2

８
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人口動態 札幌市への人口集中と圏域別の人口推計

○ 本道の人口の札幌市への集中は、推計上さらに進むとされている

○ 圏域別では、道央広域、十勝に比べ、道南、道北、オホーツク、釧路・根室地域の減少
が大きく、高齢化が一層進行するとされている

2020年までは総務省「国勢調査」、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口」を基に北海道作成

推計

道南連携地域 道北連携地域

オホーツク連携地域 十勝連携地域 釧路・根室連携地域

圏 域 別 人 口 （単位：千人）
道央広域連携地域
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北海道「令和２年度(2020年度)道民経済計算」

経済動向 道内需要、経済成長

経済成長率（実質）の推移（2012～2020年度）

10

○ 2020年度の経済成長率（実質）は▲5.2%と、２年連続のマイナス（全国は▲4.1%）

○ 民間需要は、家計最終消費支出の減少により、2019年度比で4.7％のマイナス

○ 2020年度の公的需要の割合は30.3％となり、全国に比べて3.4ポイント高い
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2,470 2,481 2,576 2,615 
2,719 2,710 2,790 2,802 2,851 

2,682 
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経済動向 道内総生産（生産側）、一人当たり道民所得

道内総生産の産業別構成比

全国との比較

2020年・名目

11

○ 道内総生産（名目）は、宿泊・飲食サービス業、運輸・郵便業などが前年度を下回った

○ 本道は全国と比べて農林水産業、建設業、保健衛生・社会事業の割合が高い一方、

製造業は全国の20.0％に対し、半分以下の9.9％

○ 一人当たりの道民所得は、企業所得の大幅な減少などにより、268万2千円で前年度比▲16万9千円

北海道
19兆7,256億円

全国
537兆5,615億円

一人当たり道（国）民所得の推移

北海道「令和２年度(2020年度)道民経済計算」

対前年度
▲8,361億円
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上川 6.4%
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釧路 6.1%

オホーツク
5.0%

その他

8.8%

1兆9,176億円

製造業

石狩

29.3%
空知 5.1%

経済動向 振興局別総生産

北海道「令和元年度
(2019年度)道民経済
計算年報」
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オホーツク

21.3%

渡島

13.3%

日高 5.4%

後志 4.3%

胆振 3.9%

その他

6.7%

1,538億円

水産業

宗谷

19.5%

根室

16.3%

釧路

9.3%

○ 振興局別の総生産は、石狩が全体の45％を占める

○ 振興局別の一人当たり総生産は、根室・宗谷・胆振が全道平均を大きく上回る。石狩は10番目
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北海道の消費者物価指数の推移（2020年=100）

総合 食料 光熱・水道

○ エネルギーや原材料等の価格や供給動向が見通せず、円安基調と相まって、道民の生活、

農林漁業者をはじめとする事業者の経営環境はこれまで以上に厳しくなることが懸念

（公社）農林水産省「飼料をめぐる情勢（データ版）（令和５年４月）」
注：配合飼料価格は、全畜種の加重平均価格である（令和５年２月の価格は速報値）

配合飼料工場渡価格の推移

総務省「消費者物価指数」を基に北海道作成

経済動向 経済・物価情勢 13

-40
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20
( % pt ) 企業短期経済観測調査結果（短観）の推移

全産業 製造業 非製造業
日本銀行札幌支店

「企業短期経済観測調査結果」

を基に北海道作成

＊ 2023年６月は予測



○ 2020年度の有効求人倍率は５年ぶりに１倍を下回る

○ 新規学卒者の就職後３年以内の離職率は、高校・大学ともに全国よりも高い

北海道「本道の雇用情勢に関する点検評価（令和３年分）」

経済動向 雇用情勢 14
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オーストラリア

37.2%

マレーシア

13.7%

カタール

11.9%
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8.4%

米国

8.1%

ブルネイ
5.3%
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アラブ首長国連邦
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3.6%

その他
7.1%

原油

○ ウクライナ危機を契機に、食料・エネルギー安全保障に対する懸念が増大

経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書2022」、農林水産省「農林水産物輸出入概況(2021年(令和３年))」を基に北海道作成
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総輸入量
7,636万t

総輸入量
1億525万t

輸入額
2,277億円

輸入額
1,958億円

輸入額
4,079億円

輸入額
4,882億円

主な物資の輸入先
（原油・天然ガス・石炭は2020年度、大豆・⼩麦・牛肉・豚肉は2021年度）

食料・エネルギー安全保障への懸念 15経済動向


